
 
 

令和６年度 確認監査説明資料 

１ 子ども・子育て支援制度 

〇子ども・子育て支援制度により、「認可」に加え「確認」が必要です。 

 ～平成 26年度 平成 27年度～（子ども・子育て支援制度） 

運営経費 施設への補助金 個人給付（施設が法定代理受領） 

法令上の手続き 認可 認可 ＋ 確認 ＋ （認定） 

 

 〇認可…施設を設置・運営するために必要な法令上の手続き【神奈川県】 

 〇確認…施設型給付費を受けるために必要な法令上の手続き【横浜市】 

 

２ 認可、確認に関する基準法令 

 (1) 認可に関する基準 

  〇学校教育法 

  〇学校教育法施行規則 

  〇幼稚園設置基準 

〇神奈川県私立学校設置に関する取扱基準 

 (2) 確認に関する基準 

  〇子ども・子育て支援法 

  〇特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 ※ 内閣府令 

  〇【確認基準条例】横浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例  

※ 本市ウェブページに掲載されています。 Google 等の検索ページで上記の条例名を検索

してください。下記ＵＲＬを、直接、入力していただいてもご覧いただけます。 

https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00001829.html 

 

３ 確認基準 

  確認基準条例で規定している基準（確認基準）について、抜粋して紹介させていただきます。 

 

〇第 12条（特定教育・保育の提供の記録） 

特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、提供日、内容その他必要な事項

を記録しなければならない。 

 

 

 〇第 14条（施設型給付費等の額に係る通知等） 

特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る施設型給付費(法第 27

条第 1項の施設型給付費をいう。以下同じ。)の支給を受けた場合は、教育・保育給付認定

保護者に対し、当該教育・保育給付認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければな

らない。 

 

 

https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00001829.html


 
 

 

 

 

〇第 18条(緊急時等の対応) 

特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行っているときに教育・保育

給付認定子どもに体調の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに当該教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者又は医療機関への連絡その他の必要な措置

を講じなければならない。 

 

 

〇第 21条(勤務体制の確保等) 

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を提供

することができるよう職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

（以下、省略） 

 

 

 〇第 23条（掲示） 

特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に運営規程の概要、職員

の勤務の体制、利用者の負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認

められる重要事項を掲示しなければならない。 

 

 

〇第 25条(虐待等の禁止) 

特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対し、児童福祉法第 33条の

10 各号に掲げる行為その他当該教育・保育給付認定子どもの心身に有害な影響を与える行

為をしてはならない。 

 

 

 〇第 30条（苦情解決） 

特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する教育・保育給付認定子ども

又は教育・保育給付認定保護者その他の当該教育・保育給付認定子どもの家族(以下この条

において「教育・保育給付認定子ども等」という。)からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録し

なければならない。 

  



 
 

 

 

 

〇第 32条(事故発生の防止及び発生時の対応) 

特定教育・保育施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に定める措置を講じ

なければならない。 

(1) 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の

防止のための指針を整備すること。 

(2) 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が

報告され、その分析を通じた改善策を職員に周知徹底する体制を整備すること。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと。 

2 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供によ

り事故が発生した場合は、速やかに市町村、当該教育・保育給付認定子どもの家族等に連絡

を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

3 特定教育・保育施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し

なければならない。 

4 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

 

〇第 34条（記録の整備） 

特定教育・保育施設は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなら

ない。 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から 5年間保存しなければならない。 

(1) 第 12条の規定による特定教育・保育の提供の記録 

(2) 第 15条第 1項各号に定めるものに基づく特定教育・保育の提供に当たっての計画 

(3) 第 19条の規定による市町村への通知に係る記録 

(4) 第 30条第 2項に規定する苦情の内容等の記録 

(5) 第 32条第 3項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

  



 
 

４ 確認監査の位置づけ 

 (1) 監査種別と監査権限 

  〇監査の種別として、認可制度に基づく監査（施設監査）と、確認制度に基づく監査（確認監

査）があります。 

  〇これら「施設監査」を行う権限と、「確認監査」を行う権限は、施設種別により異なります。 

  〇幼稚園型認定こども園及び施設型給付を受ける幼稚園については、「施設監査」を行う権限

は神奈川県が、「確認監査」を行う権限は横浜市が有しています。 

〇そのため、本市では確認制度に基づく「確認監査」を実施しています。 

 

 施設監査（認可基準） 確認監査（確認基準） 

幼稚園型認定こども園 

施設型給付を受ける幼稚園 
神奈川県 横浜市 

保育所、 

幼保連携型認定こども園 
横浜市 

 

 (2) 確認監査の目的 

子ども・子育て支援法に基づき、特定教育・保育施設としての運営の基準を遵守すること、

施設型給付費の請求事務を適切に実施することなどを目的とします。 
 

 (3) 確認監査の概要 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

確認監査 

指導 

監査（重大な基準違反 
等がある場合） 

集団指導 
・確認基準の説明 
・施設型給付に関する事項の説明 

 
個別指導 
・確認基準の遵守の確認 
・施設型給付に関する事項の遵守の確認 

 

必
要
に
応
じ
切
替 



 
 

５ 令和６年度の確認監査 

 (1) 幼稚園型認定こども園 

ア 「施設監査」は、認可権限を持つ神奈川県が一定の周期で行います。 

イ 「確認監査」は、確認権限を持つ本市が行います。 

(ｱ)  集団指導 

 毎年度、新たに確認を受けて幼稚園型認定こども園に移行した園を対象に確認基準等

に関する説明を行います。また、全園を対象に制度の変更に関する説明を行います。 

(ｲ)  個別指導（確認基準）  

移行初年度及び、原則４年に１回実地において実施し、実地で指導を行わない年度は

書類検査を行います。 

(ｳ) 個別指導（施設型給付費に関する事項） 

      給付費の請求に関する書類審査等により行います。 

 (2) 施設型給付を受ける幼稚園 

ア 「施設監査」は、認可権限を持つ神奈川県が一定の周期で行います。 

イ 「確認監査」は、確認権限を持つ本市が行います。 

(ｱ) 集団指導 

 毎年度、新たに確認を受けて施設型給付を受ける幼稚園に移行した園を対象に確認基

準等に関する説明を行います。また、全園を対象に制度の変更に関する説明を行います。 

(ｲ) 個別指導（確認基準）  

当面の間、移行初年度及び、原則４年に１回、書類を検査し指導を行います。 

(ｳ) 個別指導（施設型給付費に関する事項） 

      給付費の請求に関する書類審査等により行います。 

※ 重大な基準違反等があった場合は随時調査等を行い、「監査」に移行する場合があります。 

※ 確認監査の実施方法については、今後、見直される場合があります。 

 

６ 確認監査（確認監査基準の遵守の確認）の年間の流れ 

 

 
 

  

↓

↓ ↓ ↓
改善済 改善取組中 未改善
↓ ↓ ↓

↓
指導監査（確認監査含む）実施方針の決定

改善報告の概要を本市HPに掲載

↓

↓

↓

↓

確認監査実施通知
改善報告書の提出（要報告事項）

監査結果の通知

確認監査のまとめ（指摘事項の検討）

確認監査（一般個別指導）

自己点検表の作成依頼

↓
年間指導監査（同上）実施計画の決定



 
 

７ 確認監査 当日の流れ（１園あたり半日で実施） 

 
午前の場合 午後の場合 内容 

9:30 14:00 
園到着 挨拶・職員自己紹介 
監査の流れ（タイムスケジュール）の説明 

 園の設備等の確認（10 分程度） 

9:50 14:20 
 書類の確認 関係者へのヒアリング（園長、会計担当者等） 
教育の実施状況の確認 

11:30 16:00 園長等への事実確認 

11:45 

12:00 

16:15 

16:30 
 講 評   
終 了 

※ 監査当日の状況により、時間等が多少前後する場合があります。 
 

８ 監査結果の通知 

  監査の結果は、後日、文書で各施設に通知します。その際、法令違反等が認められる場合は、

その内容や程度に応じて「文書指摘事項」「口頭指摘事項」「助言事項」として指導させていただ

く場合があります。 

文書指摘事項 

 関係法令又は通知等の違反が認められる場合は、当該事項について、原則とし

て、改善のための必要な措置 （以下「改善措置」という。）をとるべき旨を文書によ

り指導（文書指摘）します。 

また、改善措置の具体的な内容について、期限を定めて改善報告書の提出を

求めます。 

口頭指摘事項 

違反の程度が軽微である場合又は違反について文書指摘の指導を行わずとも

改善が見込まれる場合には、当該事項について、口頭により自主的な是正又は改

善を指導（口頭指摘）します。 

なお、口頭指摘を行う場合は、法人等と指導の内容に関する認識を共有するた

め、原則として口頭指摘とした内容を文書により交付します。 

助言事項 

法令又は通知等の違反は認められないが、法人等の運営に資するものと考えら

れる事項については、当該事項について、口頭により助言を行います。 

助言事項についても、原則として文書を交付します。 

※ 確認監査の結果については、施設等を利用しようとする者等への情報提供に努めるため、改善

報告書の概要をこども青少年局のホームページに掲載します。 

 

問い合わせ内容 問い合わせ先 電話 

確認基準に関する事項 監査課 045-671-4193 

施設型給付費等に関する事項 保育・教育給付課 045-671-0202・0204 


